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発表内容
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2050年カーボンニュートラル



2050年カーボンニュートラルへ

3出典：NEDO 「グリーンイノベーション基金事業」（https://green-innovation.nedo.go.jp/）



世界のCO2削減目標

出典：IEA 「Net Zero by 2050」（2021）より作成

2021年のCOP26では、パリ協定でさだめられた「1.5℃努力目標」に向け、締結国に対し、今世紀半ばの
「カーボンニュートラル」と、その経過点である2030年に向けた野心的な気候変動対策を求めることを決定

IEAの2050年ネットゼロに向けた
セクター別ロードマップ

建築
運輸
産業
電力・熱
その他
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化石燃料ボイラの
新規販売終了 エネルギーアクセス普遍化

全ての新築建築物の
ゼロカーボン化が可能に

主要な機器と冷房システムを
クラス最高品に

50％の既存建築物を
ゼロカーボン仕様に改修

85％以上の既存建築物を
ゼロカーボン仕様に改修

排出削減対策のない
石炭火力の新規導入停止

1020GW規模の
太陽光・風力発電の増加

先進国における排出削減
対策のない石炭利用を

段階的に停止
先進国における電力が

ネットゼロ排出に

世界全体での電力が
ネットゼロ排出に

排出削減対策のない全ての
石炭・石油火力発電所を

段階的に停止

世界の約70％の電力を
太陽光・風力発電から

供給

熱需要の50％を
ヒートポンプで供給

石油・ガス田の新規開発、
炭鉱の新規開発・拡張

を停止

世界の乗用車販売の
60％が電動車に

大型トラック販売の
50％が電動車に
内燃機関乗用車の

新規販売停止 航空燃料の50％を
低排出化

重工業生産品の
90％以上を低排出化

重工業の既存設備の
90％が投資サイクルの

対象外となる

全ての産業用電動モーターを
クラス最高品に

CO2回収量 4Gt CO2回収量 7.6Gt

重工業における新しい
クリーン技術の多くが

実証規模で取り組まれる



2050年ネットゼロシナリオで想定するCO2削減手段

出典： IEA “Net Zero Roadmap 2023Update” (2023年9月)より作成 5

2022年のCO2排出実績に基づいてNet Zeroシナリオが更新され、2030年および2050年に
向けた削減想定量が見直されている
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Figure 2.5 CO2 emissions reductions by mitigation measure in the NZE Scenario, 2022-2050



電力需要の変化とCO2排出の予測
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電力部門のCO2排出量はエネル
ギー関連全体の36%
電力需要は総エネルギー需要の
ほぼ2倍の割合で増加
再生可能エネルギーが電力供給
の柱となる

電力部門のCO2排出量は2020
年代半ばにピークに達する
2035年までにSTEPSでは約
30％、APSで は50％減少。
NZEシナリオでは更に減少させる

出典： IEA “World Energy Outlook 2024” (2024年11月)

STEPS: Stated Policy Scenario/公表政策シナリオ
APS: Announced Pledges Scenario/表明公約シナリオ
NZE: Net Zero Emissions by 2050/2050年ネットゼロシナリオ



カーボンニュートラルを巡る動向と日本のGX政策

出典：経済産業省「GX施策の進捗状況について」（2024年10月） 7



GXの進捗状況

出典：経済産業省「GX施策の進捗状況について」（2024年10月） 8



米国インフラ投資雇用法をはじめ、主要国で大型の技術開発・インフラ整備の政策が成立。
いずれも、気候変動対策であり、産業強化策でもある。実証や導入支援が活発に。

※日本円換算は2023年9月平均レート（1ドル＝147.73円、1ユーロ＝157.84円、1ポンド＝183.28円）に基づく
各国政府発表・各種報道等を基にNEDO技術戦略研究センター作成（右表は研究から導入までの大よその対象範囲をNEDOが区分したもの）

国・地域 政策 区分 金額 内容 研究 開発 実証 導入

気候変動対策（DOE関連） 620億ドル
(約9.16兆円)

エネルギー関連、脱炭素関連へのインフラ投資
開発～実証フェーズに重点

うち、DOEのクリーン・
エネルギー実証部門

214億ドル
(約3.16兆円)

水素ハブ、CCUS、エネルギー貯蔵等をクリーンエネル
ギー実証局（OCED）を新設し推進

インフレ抑制法 気候変動対策 3,690億ドル
(約54.5兆円)

クリーンエネルギー導入投資、製造設備投資と生産
活動、EV等の購入を多面的に税額控除

ローンプログラム 脱炭素関連 ー 先端自動車製造、クリーンエネルギー分野
への政府融資

2,500億ユーロ
(約39.5兆円)

太陽光、風力、水素用電解槽等の製造時許認可
制度簡素化。加盟国レベルの補助金規制緩和

プログラム全体 955億ユーロ
(約15兆円)

先端研究、社会課題解決、市場創出の3本柱
総額の35％超は気候変動対策に寄与

グリーンディール関連 400億ユーロ
(約6.31兆円)

クリーンかつ競争力のあるエネルギー供給
エネルギー・輸送セクターでの移行、他

150億ユーロ
(約2.37兆円)

GHG削減技術の実証支援（エネルギー貯蔵、
CCUS、エネルギー多消費産業等）

560億ポンド
(約8.84兆円)

風力、原子力、太陽光、水素+短期的に国内の石
油とガスの生産とCCUSへの投資

－ 再エネ発電、エネルギー貯蔵、リサイクル等の技術水
素は、別途中長期計画を策定し規定

－ 人民銀行のグリーン金融・脱炭素特別枠、アジアイン
フラ投資銀行とプロジェクト支援等

20兆円
研究開発（下記基金の一部等）支援の他、蓄電池等
の国内サプライチェーン構築等の実装支援、高効率給湯
器等の省エネ機材の導入等の市場拡大支援

2.8兆円
(一部上記と重複)

エネルギー産業、輸送・製造産業、食料・農林水産業等
における研究開発・実証から社会実装までを支援

欧州イノベーションファンド

Horizon
Europe

グリーンディール産業計画

インフラ投資
雇用法

グリーンイノベーション基金

第14次5か年エネルギー分野
科学技術イノべーション計画

グリーンファイナンス戦略2023

政府融資

GX推進法

第１の柱 先端研究

（参考）世界各国のGXに向けた取組
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国連気候変動枠組条約
第29回締約国会議(COP29) 結果概要

10出典：経済産業省「COP29の結果及び今後のGX施策について」（2024年12月）
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CCSの社会実装に向けた動き



世界のCCSの位置づけ

12出典：経済産業省「今後のCCS政策の方向性について」（2024年9月）、Global CCS Institute「GLOBAL STATUS OF CCS 2024」（2024年11月）

CCSプロジェクトのCO2回収容量



（参考）世界各国のCCSに向けた動向

13出典：経済産業省「今後のCCS政策の方向性について」（2024年9月）



日本でのCCSの取組

14出典：経済産業省「今後のCCS政策の方向性について」（2024年9月）



CCS長期ロードマップ
基本理念・目標・アクション

出典：経済産業省「CCS長期ロードマップ検討会 最終とりまとめ」 (2023年3月) 15



16出典：経済産業省「CCS長期ロードマップ検討会 最終とりまとめ」 (2023年3月)

CCS長期ロードマップ
具体的アクション



出典：経済産業省「CCS長期ロードマップ検討会 最終とりまとめ」 (2023年3月) 17

CCS長期ロードマップ
民間事業者がCCS事業を実施するための環境の整備



CCS事業法の概要
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「二酸化炭素の貯留事業に関する法律」（CCS事業法）が2024年5月17日に成立。
CCSの事業化に向け、公共の安全を維持し、海洋環境の保全を図りつつ、その事業環境を
整備するために必要な貯留事業等の許可制度等を整備する。

出典：経済産業省「今後のCCS政策の方向性について」 （2024年9月）

1. 試掘・貯留事業の許可制度の創設、貯留事業に係る事業規制・保安規制の整備
（１）試掘・貯留事業の許可制度の創設
（２）貯留事業者に対する規制

2. CO2の導管輸送事業に係る事業規制・保安規制の整備
（１）導管輸送事業の届出制度の創設
（２）導管輸送事業者に対する規制

貯留事業に関するフロー



CCS事業化に向けた先進的取り組み
JOGMEC事業 「先進的CCS事業に係る設計作業等」

19出典：エネルギー・金属鉱物資源機構「CCS事業化に向けた先進的取り組み」（2024年6月）

2030年までのCCS事業開始
を目指した模範となる先進性
のあるプロジェクトに対し、CO2
の分離・回収から輸送、貯留
までのバリューチェーン全体を一
体的に支援。
多様な事業分野が参画し、
産業が集積する地域のCO2の
排出に対応。本事業を通じて、
2030年までにCO2の年間貯
留量600～1,200万トンの確
保に目途を付けることを目指す。
最終投資決定に向けて模範と
なるプロジェクトを継続的に支
援すべく、事業の進捗に応じた
ステージゲートを設け、毎年度
末に事業の継続を判断。
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CCS研究開発の取り組み



CO2分離・回収技術
排出源へ適合しうる分離・回収技術

天然ガス石油化学製鉄セメントIGCC石炭火力

7.0～
10MPa/

10～70％

大気圧～
4.0MPa/

10～100％

大気圧/
5～20％

大気圧/
20～30％

大気圧/
15～30％

2.5～
4.0MPa/
40～50％

大気圧/
10～15％圧力/

CO2濃度

天然ガス
精製時（燃焼

前）

水素製造（燃
焼前）

アンモニア製造
時（燃焼前）

加熱炉燃焼後高炉ガス
熱風炉燃焼後

燃焼後燃料燃焼前燃料燃焼後
発生

プロセス

化学吸収法
物理吸収法
固体吸収法
物理吸着法

膜分離

化学吸収法
物理吸収法
固体吸収法
物理吸着法

膜分離

化学吸収法
固体吸収法
物理吸着法

化学吸収法
固体吸収法
物理吸着法

化学吸収法
固体吸収法
物理吸着法

化学吸収法
物理吸収法
固体吸収法
物理吸着法

膜分離

化学吸収法
固体吸収法
物理吸着法適合しうる

分離回収法

火力発電所 セメント 製鉄高炉 石油化学 LNG液化プラント
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次世代火力発電に係る技術ロードマップ
CO2回収関連技術の開発の見通し

22※ 図中のコストは様々な仮定に基づき試算したもの。
経済産業省「次世代火力発電に係る技術ロードマップ/技術参考資料集」(2016年6月）を基にNEDO作成



苫小牧におけるCCS大規模実証試験

＜概 要＞ CCS技術の早期実用化を目指す研究開発の一環として、近隣製油所から出される排ガス
からCO2を分離・回収し、地中に貯留するCCS実証試験を実施
貯留後のCO2挙動に係る貯留層等総合評価、CCSの社会的受容性の醸成に向けた情報
発信活動、海外への情報発信、及び情報収集、法令に基づく海洋環境調査等を実施

＜事業期間＞ 2018年4月～2027年3月
＜実施体制＞ 日本CCS調査株式会社

PSAオフガス
製油所の水素製造設備において、PSA
（Pressure Swing Adsorption）で水素ガス
を分離した後のガス
代表組成 CO2:51.6％、H2:38.8％、
CH4:6.6 ％ 、CO:2.3 ％ 、H2O:0.7％

分離・回収
化学吸収法（BASF社ライセンス２段吸収法）
処理ガス:25,000Nm3/h、0.81MPaG
回収CO2: 12,900Nm3/h、0.05MPaG
CO2回収率:99.9％、 CO2 純度:99％ 、CO2回収量:25.3t/h（設計値）

圧入
萌別層 温度:45℃程度、上限圧力:12.63MPa
滝ノ上層 温度: 88℃程度：上限圧力:38.00MPa

23



苫小牧CCS実証試験の圧入実績

CO2累計圧入量30万トンを達成

苫小牧におけるCCS大規模実証試験
CO2圧入実績

• 2012年度からCO2分離・回収設備等の設計や建設、井戸の掘削を実施
• 2016年度より、製油所の排出ガスから分離回収したCO2を年間約10万トン規模で地中に貯留し、

2019年11月に累計圧入量30万トンに到達
• CO2の貯留状況のモニタリングや周辺海域への影響のないことを確認する海洋環境調査を継続実施

24



CO2船舶輸送に関する技術開発及び実証試験

25

＜概 要＞ 工場や火力発電所などから排出されるCO2を利用地・貯留地まで低コストで大量・安全に輸
送するために、最適な温度・圧力条件で液化したCO2を出荷・輸送から受け入れまで行う一
貫輸送システム確立のための技術開発と実証試験を行う
京都府舞鶴市の石炭火力発電所で回収されるCO2を液化し、北海道苫小牧市の基地との
間での船舶輸送実証試験を実施する
2030年頃のCCUS社会実装に向け、社会実装に繋がるビジネスモデルを提案する

＜事業期間＞ 2021年6月～2027年3月
＜実施体制＞ 日本CCS調査株式会社、一般財団法人エンジニアリング協会、伊藤忠商事株式会社、

日本ガスライン株式会社

本船概要
タンク容積 ：1,450m3

船長 ：72.0m 船幅 ：12.5m
重量 ：1290t 喫水 ：4.55m

液化CO2輸送試験船 "えくすくぅる"



26

CO2の状態と輸送条件
低コストかつ大量のCO2輸送を実現するため、タンクの構造材料を薄くし大容量化が可能な
低温・低圧とすることが望ましい。
低温低圧条件でのドライアイス化のリスクを管理した、液化CO2輸送技術の確立が要点。

出典：CCSA-ZEP「Achieving a European market for CO2 transport by ship January 2024（P6）」
（https://zeroemissionsplatform.eu/wp-content/uploads/ZEP_report_HD-1.pdf）を基に作成

特 記 事 項温 度/圧 力状 態

現在の液化CO2輸送・貯蔵
条件

-20℃/2.0 MPa
程度●中温中圧

大量輸送に期待される条件
CO2の三重点に近い

-30℃/1.5 MPa
～

-50℃/0.7 MPa
●低温低圧

気相、液相、固相の3相が共
存して平衡にある状態-56.6℃/0.52 MPa●CO2三重点

CO2船舶輸送に関する技術開発及び実証試験
CO2を効率よく輸送するには

目指す液化CO2の輸送条件



CO2船舶輸送に関する技術開発及び実証試験
具体的な技術開発の進め方と３つのポイント

液化CO2の船舶輸送技術
最適な温度・圧力条件で液化したCO2を出荷・
輸送から受け入れまで行う一貫輸送システム確
立のための技術開発と実証試験を行う。
• 液化CO2輸送船用の貨物タンクの開発

液化CO2輸送船に適した構造と機能を持つ貨物タ
ンクシステム

• 液化CO2の安定状態の課題
海上輸送時及び荷役時に最適な液化CO2 温度・
圧力条件の検討

• 船舶運航及び設備運用の安全性
操船、貨物タンクの液化CO2積載における安全性

27



CO2船舶輸送に関する技術開発及び実証試験
実証試験の状況

28

液化CO2輸送実証試験船「えくすくぅる」、
陸上基地設備が完成し、実証試験に入ります。

CO2受ガス設備

LCO2タンク

岸壁・ローディグアーム



CO2船舶輸送に関する技術開発及び実証試験
これまでのトピックス
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2023年11月2日
世界初、低温・低圧の液化CO2大量輸送に向けた実証試験船「えくすくぅる」が完成

船舶用のCO2カーゴタンクシステムを組み込んだ「えくすくぅる」の命名・引き渡し式
https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101705.html ほか

2024年5月14日
「えくすくぅる」がシップ・オブ・ザ・イヤーの技術特別賞を受賞

https://www.jasnaoe.or.jp/soy/

2024年8月19日
液化CO2の船舶輸送試験を開始

液化CO2の船舶への荷役（積荷及び揚荷）、港内シフト（海上輸送）、及び苫小牧基地陸上
タンクへの貯蔵を行い、温度-35℃程度の液化CO2を使った実証試験を実施。

https://www.japanccs.com/wp/wp-content/uploads/2023/12/20240819-
oshirase_JCCS%E3%83%BBNGL_web.pdf ほか

2024年9月5日
NEDO 液化CO2船舶輸送実証事業においてLPG輸送実証試験を実施

N2とLPGを使ったカーゴタンクシステムの雰囲気置換、LPG積荷役、積状態での海上輸送、揚荷
役の実証試験を実施

https://ngl.co.jp/wordpress/wp-content/uploads/2024/09/NEDO液化CO2船舶輸送実証事業おけるLPG輸送
実証試験実施について.pdf

2024年12月3日
CO2輸送実証試験における液化CO2陸上施設の完成に伴う竣工式の開催について

https://www.japanccs.com/wp/wp-content/uploads/2024/12/20241203-oshirase_JCCS.pdf



安全なCCS実施のためのCO2貯留技術の研究開発

30

＜概 要＞ 安全かつ経済的な実用化規模のCO2地中貯留技術を確立するとともに、日本の
CCS技術の海外展開、新産業創生の基盤作りを行う。
大規模CO2圧入貯留に係る安全管理技術の確立、大規模貯留層への有効圧入・
利用技術の確立、およびCCSの普及に向けた環境整備を進める。

＜事業期間＞ 2018年4月～2027年3月
＜実施体制＞ 二酸化炭素地中貯留技術研究組合



CO2地中貯留技術事例集（日英）
CCS事業者のための参考マニュアルとして、CO2地中貯留に関する
技術情報や事例をとりまとめて公開

二酸化炭素地中貯留技術研究組合ホームページ
https://www.co2choryu-kumiai.or.jp/co2/

安全なCCS実施のためのCO2貯留技術の研究開発
CO2地中貯留技術事例集
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CCUS普及に向けた国際機関等との連携・調査
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＜概要＞①CCUS関連国際機関等への参加
CCUS関連国際機関であるIEAGHG、CEM CCUSイニシアティブ、CSLFの活動に参加し、
CCUSプロジェクトの動向、CCUS助成制度や法制度の概要・整備動向を調査する。
CO2の海底下貯留に関係するロンドン条約会合などの国際会議との連携や動向調査する。

②CCS関連の規格化に関する活動・調査
2011年にISO（国際標準化機構）に設置されたISO/TC265（二酸化炭素回収・輸送
・地中貯留についての専門委員会）に対応する活動を行う。
CCS関連の規格化に関する各国の動向を調査し、国内審議団体及び日本がコンビーナとな
る専門委員会のワーキンググループ（WG）の運営を支援することにより、CCS関連の規格
化に関する議論を推進する。

③CCUS関連の国際動向調査
CCUSに積極的に取り組んでいる諸外国の動向を調査してとりまとめる。
• CCUS関連の政策、助成制度や法制度、許認可・規制等の検討や制定の動向
• 研究開発、実証試験や商用プロジェクトに関する、技術仕様、進行状況、コスト設定など
• CCUSに係る貯留権やコスト、排出原単位や排出権取引、カーボンマネジメントの動向

＜事業期間＞ 2024年4月～2027年3月
＜実施体制＞ 公益財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE)
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CCS研究開発の展開



ありがとうございました

https://www.nedo.go.jp/
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2050年ネットゼロシナリオで想定するCO2削減手段

出典：NEDO「ムーンショット型研究開発事業/DACの技術動向及び社会実装課題に関する調査」成果報告書 (2022) 36

IEAの2050年のNet Zeroシナリオでは、CCUS技術とネガティブエミッション技術（NETs）が
76億ton/年のCO2削減を担うと想定（2020年比）
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総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会
カーボンマネジメント小委員会
2030 年 CCS 事業化に向けて、政府支援の在り方や、CCS 事業法（仮称）の整

備、CCU／カーボンリサイクルにかかる各種課題や政府の取組等についてより具体的に
検討し、企業による CCUS の技術を活用したカーボンマネジメントを推進

CCS 事業化について保安規制面からも一体的に整備議論すべき課題について検討

中間取りまとめ（案）「CCS に係る制度的措置の在り方」
意見公募中（12/8～1/9：e-Govパブリック・コメント）
主な内容：

貯留メカニズム、リスクマネジメント
制度的措置（貯留事業の規律、貯留事業終了後の管理業務、導管輸送事業の
規律、損害の賠償）
国民理解の増進、コスト削減に向けた取り組み、 CCS 適地の開発促進／地質構
造調査
CCS ビジネスモデル及び支援制度、海外でのCCS 事業の推進に向けた環境

補足情報
「CCS に係る制度的措置の在り方について」



カーボンリサイクル
カーボンマネジメントのイメージ

出典：経済産業省「カーボンリサイクルロードマップ」 (2023年５年6月23日)

• 2050年カーボンニュートラル目標の実現に向けて、火力発電所の脱炭素化や、素材産業や石油精製産
業といった電化や水素化等で脱炭素化できずCO2の排出が避けれない分野を中心に、カーボンマネジメント
として、カーボンリサイクル・CCSを最大限活用する必要。

• CO2を有価物として捉え再利用するカーボンリサイクルは、再生可能エネルギー、原子力、水素・アンモニアと
ともに、日本の脱炭素化と産業政策やエネルギー政策を両立するための「鍵」となる重要なオプションの一つ。
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カーボンリサイクル
カーボンリサイクル技術ロードマップ

40出典：経済産業省「カーボンリサイクルロードマップ」 (2023年５年6月23日)



カーボンリサイクル
カーボンリサイクルを拡大する絵姿

41出典：経済産業省「カーボンリサイクルロードマップ」 (2023年５年6月23日)



CO2分離回収技術
先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性

＜概 要＞ 石炭燃焼排ガス等からCO2を回収する革新的手段として期待される固体吸収材を用いた
技術に関して、移動層パイロットスケール試験設備を設計および建設し、石炭火力発電所
において実燃焼排ガスを用いたCO2分離回収試験を実施し、システムの運用性や信頼性
を評価する。また、固体吸収材製造やプロセスシミュレーションなどの基盤技術を開発し、固
体吸収材の適用性拡大を図る。

＜事業期間＞ 2020年6月～2025年3月
＜実施体制＞ 川崎重工業株式会社、公益財団法人地球環境産業技術研究機構

設置場所：関西電力株式会社
舞鶴発電所内

試験規模：40t-CO2/d
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